
 
 

東京消防庁防火対象物適合表示制度実施要綱 

平成２６年８月１１日 

予 防 部 長 依 命 通 達 

 

第１ 目的 

  この要綱は、ホテル・旅館等が、建築構造等を含めた防火・防災上の一定の基準に適合

している旨を表示する制度を設けることにより、防火安全に係る情報を利用者に提供する

とともに、利用者の選択を通じて関係者の防火に関する認識の高揚を図り、もって、ホテ

ル・旅館等の防火安全体制の確立を促すことを目的とする。 

第２ 表示基準及び表示の方法 

  本制度は、申出のあったホテル・旅館等について消防署長（以下「署長」という。）が別

表第１に定める表示基準（以下「表示基準」という。）に適合する防火対象物（以下「表示

基準適合防火対象物」という。）であることを認め、当該表示基準に適合していることを示

す表示（以下「表示マーク」という。）を交付し、掲出させることにより行うものとする。 

第３ 対象 

  本制度の対象は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第８条第１

項の適用を受ける防火対象物で、地階を除く階数が３以上であるもののうち、消防法施行

令（昭和３６年政令第３７号。以下「政令」という。）別表第１（５）項イに掲げる防火対

象物の用途に供する部分が存するもの（同表（１６）項イに掲げる防火対象物を含む。）と

する。 

第４ 申請書の受付 

 １ 署長は、第３の対象となる防火対象物のうち、政令別表第１（５）項イに掲げる防火

対象物の用途に供する部分の管理について権原を有する者から表示マークの交付及び更

新についての申出があった場合は、申出に係る防火対象物について別記様式第１号の表

示マーク交付（更新）申請書（以下「申請書」という。）に、別表第２に掲げる書類を添

付して提出させるものとする。 

２ 申出は、原則として、棟（原則として独立した一の建築物（屋根及び柱若しくは壁を

有するもの）又は独立した一の建築物が相互に接続されて一体となったものをいう。）

を申請に関する防火対象物の単位として行わせるものとする。ただし、政令第２条の適

用により、複数の防火対象物が一の防火対象物とみなされる場合にあっては、当該複数

の防火対象物を単位とし、一の防火対象物の部分で他の部分等で発生した火災の影響が

少なくなる措置がとられていると予防部長が認めた場合にあっては、当該部分等を単位

として行わせることができる。 

３ 申請書の添付書類のうち、防火対象物点検結果報告書及び建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号。以下「建基法」という。）第１２条に基づく定期調査報告書については、

法令上の義務がない場合にも、有資格者による点検又は調査を行い、当該書類を添付さ

せるものとする。 

４ 申出に係る防火対象物が火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号。以下「条例」

という。）第５５条の５の１０第２項により優良防火対象物の認定を受けたものである

場合は、１の規定にかかわらず、別表第２に掲げる書類（防災管理点検結果報告書（写）

及び防災管理点検報告特例認定通知書（写）を除く。）の添付を省略させることができ

る。 



 
 

第５ 表示基準適合防火対象物の審査及び検査 

１ 署長は、申請書が提出された場合には、第４、１の申請に係る防火対象物の表示基準

への適合性について審査及び検査を実施するものとする。この場合において、政令別表

第１（５）項イに掲げる防火対象物の用途に供する部分が当該申請に係る防火対象物の

一部であっても、防火対象物全体（第４、２の規定により防火対象物の部分を単位とし

て申請を行わせる場合は当該部分）について審査及び検査を実施するものとする。 

２ 表示基準のうち、建基法、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「建

基令」という。）及び東京都建築安全条例（昭和２５年東京都条例第８９号。以下「建

安例」という。）に関係するものの審査及び検査にあっては、東京消防庁優良防火対象

物認定表示制度に関する規程（平成１８年７月東京消防庁告示第１２号）第５条第３項

各号の規定を準用する。 

３ 署長は、条例第５５条の５の１０第２項により認定した優良防火対象物について表示

マークの交付の申請があった場合で、当該認定に関する審査及び検査の際に確認した項

目と表示基準の項目とが重複するときは、表示基準の審査及び検査を省略することがで

きる。 

第６ 表示マークの交付及び更新 

 １ 署長は、審査及び検査を実施した結果、当該申請に係る防火対象物全体が表示基準に

適合すると認める場合は、申請書を提出した者（以下「申請者」という。）に対し、その

旨を別記様式第２号の表示基準適合通知書により通知するとともに、次の表の区分に従

い表示マークを交付するものとする。ただし、当該申請が同一種別の表示マークの表示

期間の更新の申請である場合には、表示基準適合通知書により表示基準に適合している

旨の通知のみを行うものとする。 
 

区 分 種 別 

申請に係る防火対象物について申請者に表示マークを交付

していないとき 

表示マーク（銀） 

（別記様式第３号） 

申請に係る防火対象物について申請者に表示期間内にある

表示マーク（銀）を交付している場合において、当該表示マー

ク（銀）の交付の日から３年を経過していないとき 

表示マーク（銀） 

（別記様式第３号） 

申請に係る防火対象物について申請者に表示期間内にある

表示マーク（銀）を交付している場合において、当該表示マー

ク（銀）の交付の日から３年を経過しているとき 

表示マーク（金） 

（別記様式第４号） 

 

２ 署長は、審査及び検査を実施した結果、当該申請に係る防火対象物が表示基準に適合

していないと認める場合は、申請者に対し、別記様式第５号の表示基準不適合通知書に

より通知するものとする。 

３ 署長は、表示マークを交付した場合は、申請者に対し別記様式第６号の表示マーク受

領書の提出を求めるものとする。 

４ 署長は、表示マーク（金）を新たに交付する場合、交付している表示マーク（銀）の

返納を求めるものとする。 



 

５ 署長は、表示マークの交付を受けた者から求めがあった場合は、表示マークの表示期

間に限り、表示マークの電子データをホームページ等において使用することを認めるも

のとする。 

第７ 表示マークの表示期間 

１ 表示マークの表示期間は、表示マークを交付した日（更新の場合にあっては表示期間

が終了した日の翌日）から表示マーク（銀）にあっては１年、表示マーク（金）にあっ

ては３年とする。 

２ 表示マークに記載する年月は、最初に表示マークを交付した年月とすることから、表

示マークを更新した場合も、表示マークに記載する年月は変更しないものとする。 

第８ 表示マークの掲出 

 表示マークの掲出は、表示期間において、表示基準適合防火対象物のうち、政令別表第

１（５）項イに掲げる防火対象物の用途に供する部分で利用者等が見やすい場所にさせる

ものとする。 

第９ 表示マークの返還 

  署長は、次のいずれかの場合には、表示マークの交付を受けた者に対し、別記様式第７

号の表示マーク返還請求書により、表示マークの返還及び表示マークの電子データの使用

中止を求めるものとする。 

 １ 表示マークの表示期間が終了した場合（更新申請があり、表示基準に適合している場

合を除く。） 

 ２ 表示マークの交付を受けた者がホテル・旅館等の管理について権原を有しなくなった

場合 

 ３ 偽りその他不正な手段により表示マークの交付を受けたことが判明した場合 

 ４ 表示基準適合防火対象物が表示基準に適合しないことが判明した場合 

 ５ 表示基準適合防火対象物において消防関係法令に係る違反（条例に関する違反で表示

基準に該当しないものに限る。）について、警告書が交付された場合 

 ６ 表示マークの交付を受けた者が表示マークを不適正に使用したことが判明した場合 

第１０ 表示マークの掲出の留保 

 １ 署長は、次のいずれかの場合には、表示マークの交付を受けた者に対し、表示マーク

の掲出を留保するよう求めるものとする。 

  ⑴ 表示基準適合防火対象物において火災が発生した場合 

  ⑵ 表示基準適合防火対象物において次のいずれかに該当する工事が行われる場合 

ア 消防用設備等の機能を停止して行うもの 

イ 階段、通路等避難施設に係るもの 

ウ 防火区画に係るもの 

 ２ １の留保期間は、１、⑴にあっては、第９、４に該当しないことが判明するまで、１、

⑵にあっては、当該工事が終わるときまでとする。 

第１１ 公表 

  第６の規定により表示マークを交付した場合は、表示期間において別記様式第８号の表

示マーク交付対象物一覧表により東京消防庁のホームページに公表するものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 



 

附 則 

 この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。 



１ 消防関係法令 
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１ 次に掲げるところにより、法第１７条、第１７条の２の５及び第

１７条の３並びにこれらに基づく命令の規定に従って、消防用設備等

又は特殊消防用設備等が設置されていること。 

⑴ 政令第１０条第１項及び第３項又は条例第３６条第１項及び第２

項若しくは第３７条第１項の規定により、消火器、簡易消火用具又

は大型消火器が設置されていること。 

⑵ 政令第１１条第１項、第２項及び第４項又は条例第３８条第１項

の規定により、屋内消火栓設備が設置されていること。 

⑶ 政令第１２条第１項、第３項及び第４項又は条例第３９条第１項

の規定により、スプリンクラー設備が設置されていること。 

⑷ 政令第１３条又は条例第４０条第１項の規定により、水噴霧消火

設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又

は粉末消火設備が設置されていること。 

⑸ 政令第１９条第１項、第２項及び第４項の規定により、屋外消火

栓設備が設置されていること。 

⑹ 政令第２０条第１項、第２項及び第５項又は条例第４０条の２第

１項の規定により、動力消防ポンプ設備が設置されていること。 

⑺ 政令第２１条第１項及び第３項又は条例第４１条第１項の規定に

より、自動火災報知設備が設置されていること。 

⑻ 政令第２１条の２第１項の規定により、ガス漏れ火災警報設備が

設置されていること。 

⑼ 政令第２２条第１項の規定により、漏電火災警報器が設置されて

いること。 

⑽ 政令第２３条第１項及び第３項の規定により、消防機関へ通報す

る火災報知設備が設置されていること。 

⑾ 政令第２４条第１項から第３項まで及び第５項又は条例第４３条

の２第１項の規定により、非常警報器具又は非常警報設備が設置さ

れていること。 

⑿ 政令第２５条第１項及び第２項第１号又は条例第４４条第１項の

規定により、避難器具が設置されていること。 

⒀ 政令第２６条第１項及び第３項又は条例第４５条第１項の規定に

より、誘導灯及び誘導標識が設置されていること。 

⒁ 政令第２７条第１項及び第２項の規定により、消防用水が設置さ

れていること。 

⒂ 政令第２８条第１項及び第３項又は条例第４５条の２第１項の規

定により、排煙設備が設置されていること。 

⒃ 政令第２８条の２第１項、第３項及び第４項の規定により、連結

散水設備が設置されていること。 

⒄ 政令第２９条第１項又は条例第４６条第１項の規定により、連結

送水管が設置されていること。 

⒅ 政令第２９条の２第１項又は条例第４６条の２第１項の規定によ

別表第１（第２関係） 
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り、非常コンセント設備が設置されていること。 

⒆ 政令第２９条の３第１項又は条例第４６条の３第１項の規定によ

り、無線通信補助設備が設置されていること。 

⒇ ⑴から⒆の規定にかかわらず、政令第２９条の４第１項に規定す

る必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等にあっ

ては、引き続き、同項に規定する通常用いられる消防用設備等の防

火安全性能と同等以上であると消防総監又は消防署長が認めた状況

で設置されていること。 

(21)  ⑴から⒇の規定にかかわらず、現に政令第３２条又は条例第４７

条の規定が適用されている消防用設備等にあっては、引き続き、同

条の規定の適用を消防総監又は消防署長が認めた状況で設置されて

いること。 

(22)  ⑴から(21)の規定にかかわらず、法第１７条第３項に規定する特殊

消防用設備等にあっては、同項に規定する設備等設置維持計画に従っ

て設置されていること。 

(23)  ⑴から(22)の規定にかかわらず、法第１７条の２の５第１項の規定

が適用される消防用設備等にあっては、当該消防用設備等の設置に

係る技術上の基準に関する従前の規定により、設置されていること。

(24)  ⑴から(23)に掲げるもののほか、法第１７条の３第１項の規定が適

用される消防用設備等にあっては、用途が変更される前の防火対象

物における消防用設備等の設置に係る技術上の基準に関する規定に

より、設置されていること。 

２ １に掲げるもののほか、消防用設備等又は特殊消防用設備等が設備

等技術基準又は法第１７条第３項に規定する設備等設置維持計画に

従って設置され、及び維持されていること。 

届出・検査

１ 法第１７条の３の２及び条例第５８条の３の規定により、届出を行

い、検査を受けていること。 

２ 条例第５８条の２の規定により、届出がされていること。 

点検・報告  法第１７条の３の３の規定により、点検及び報告がされていること。
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 法第８条第２項及び政令第３条の２第１項の規定により、届出がされ

ていること。 
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 法第８条第１項に規定する消防計画に基づき、次に掲げる事項が適切

に行われていること。 

⑴ 自衛消防の組織の編成、任務の分担及び指揮命令系統に関する事

項 

⑵ 防火対象物についての火災予防上の自主検査及び当該自主検査の

結果に基づく措置に関する事項 

⑶ 消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検及び整備並びに当該点

検の結果に基づく措置に関する事項 

⑷ 避難施設の点検及び維持管理並びに避難経路図の掲示その他の避
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難施設の案内に関する事項 

⑸ 防火上の構造の点検及び維持管理に関する事項 

⑹ 定員の遵守その他収容人員の適正化に関する事項 

⑺ 防火上必要な教育に関する事項 

⑻ 消火、通報及び避難の訓練の定期的な実施に関する事項 

⑼ 火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報

連絡及び避難誘導に関する事項 

⑽ 防火管理について消防機関との連絡に関する事項 

⑾ 増築、改築、移転、修繕又は模様替えの工事中の防火対象物にお

ける防火管理者又はその補助者の立会いその他火気の使用又は取扱

いの監督に関する事項 

⑿ ⑴から⑾までに掲げるもののほか、防火管理に関し必要な事項 

⒀ 防火管理上必要な業務の一部が防火対象物の関係者（所有者、管

理者又は占有者をいう。以下同じ。）及び関係者に雇用されている

者（当該防火対象物で勤務している者に限る。）以外の者に委託さ

れている防火対象物にあっては、防火管理上必要な業務の受託者の

氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

並びに当該受託者の行う防火管理上必要な業務の範囲及び方法に関

する事項 

⒁ その管理について権原が分かれている防火対象物にあっては、当

該防火対象物の当該権原の範囲に関する事項 

⒂ 政令別表第一（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項、

（９）項イ、（１６）項イ又は（１６の２）項に掲げる防火対象物

にあっては、消火及び避難の訓練の実施回数に関する事項（当該消

火及び避難の訓練を実施する場合におけるその旨の消防機関への通

報に関する事項を含む。） 

統 括 防 火

管理者の選

任・全体に

ついての消

防 計 画 作

成の届出 

 法第８条の２第１項に規定する高層建築物若しくは政令第３条の３に

規定する防火対象物でその管理について権原が分かれているもの又は法

第８条の２第１項に規定する地下街でその管理について権原が分かれて

いるもののうち消防長若しくは消防署長が指定するものにあっては、同

条第４項及び政令第４条の２第１項の規定により、届出がされているこ

と。 

避 難 施 設

等の維持管

理 

 法第８条の２の４並びに条例第５４条及び第５５条の２の規定により、

避難施設及び防火設備が適切に管理されていること。 

防 炎 物 品

の表示 

 法第８条の２第１項に規定する高層建築物若しくは地下街又は政令第

４条の３第１項及び第２項の防火対象物において使用する防炎対象物品

に、法第８条の３第２項、第３項及び第５項の規定により、表示が付さ

れていること。 

防 火 対 象

物 点 検 報

告 

 法第８条の２の２の規定により、点検及び報告がされていること。又

は、法第８条の２の３の規定により点検及び報告の特例の認定がされて

いること。 



防火管理 自 衛 消 防

組織の設置

 法第８条の２の５第２項の規定により、届出がされていること。 

 

その他 
危 険 物 製

造所等 

１ 法第１０条第３項の規定により、危険物が貯蔵され、又は取り扱わ

れていること。 

２ 法第１０条第４項の規定により、製造所等の位置、構造及び設備が

設置されていること。 

３ 法第１１条第１項の規定により、許可を受けていること。 

４ 法第１１条第５項の規定により、完成検査を受けていること。 

５ 法第１１条第６項の規定により、譲渡又は引渡の届出がされている

こと。 

６ 法第１１条の４第１項の規定により、危険物の品名、数量又は指定

数量の倍数変更の届出がされていること。 

７ 法第１２条の規定により、製造所等の位置、構造及び設備が維持さ

れていること。 

８ 法第１２条の７第２項の規定により、危険物保安統括管理者の届出

がされていること。 

９ 法第１３条第２項の規定により、危険物保安監督者の届出がされて

いること。 

１０ 法第１３条第３項の規定により、危険物取扱者以外の者により危

険物の取扱いが行われていないこと（甲種危険物取扱者又は乙種危

険物取扱者の立会いのある場合を除く。）。 

１１ 法第１３条の２３の規定により、危険物の取扱作業に従事する危

険物取扱者が保安講習を受講していること。 

１２ 法第１４条の規定により、危険物施設保安員が定められ、保安の

ための適切な業務が行われていること。 

１３ 法第１４条の２の規定により、予防規程の認可を受け、当該予防

規程に定められた事項が適切に守られていること。 

１４ 法第１４条の３の２の規定により、定期点検が行われ、その記録

が作成され、及び保存されていること。 

１５ 法第１４条の４の規定により、自衛消防組織が設置されていること。

１６ ２の規定にかかわらず、危険物の規制に関する政令（昭和３４年

政令第３０６号。以下「危政令」という。）第２３条の規定が適用

されている製造所等にあっては、引き続き、同条の規定の適用を認

めた状況で設置及び維持されていること。 

防災管理 

防 災 管 理

点検報告 

 法第３６条第１項において準用する法第８条の２の２第１項の規定に

よる点検及び報告がされていること。又は、法第３６条第１項において

準用する法第８条の２の３の規定により点検及び報告の特例の認定がさ

れていること。 

防 災 管 理

者選任・消

防 計 画 作

成の届出 

 規則第５１条の８第１項の届出及び規則第５１条の９において準用す

る規則第３条の２第１項の規定により、届出がされていること。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 計 画

の適正履行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法第３６条第１項において準用する法第８条第１項に規定する消防計

画に基づき、次に掲げる事項が適切に行われていること。 

⑴ 自衛消防の組織の編成、任務の分担及び指揮命令系統に関する事項

⑵ 避難施設の点検及び維持管理並びに避難経路図の掲示その他避難

施設の案内に関する事項 

⑶ 定員の遵守その他収容人員の適正化に関する事項 

⑷ 防災管理上必要な教育に関する事項 

⑸ 避難の訓練その他防災管理上必要な訓練の実施に関する事項 

⑹ 防災管理について関係機関との連絡に関する事項 

⑺ ⑸に掲げる訓練の結果を踏まえた防災管理に係る消防計画の内容

の検証及び当該検証の結果に基づく当該消防計画の見直しに関する

事項 

⑻ ⑴ から⑺までに掲げるもののほか、建築物その他の工作物におけ

る防災管理に関し必要な事項 

⑼ 政令第４５条第１号に掲げる災害（以下この号において「地震」

という。）による被害の軽減に関する事項として次に掲げる事項 

  ア 地震発生時における建築物その他の工作物及び建築物その他の

工作物に存する者等の被害の想定並びに当該想定される被害に対

する対策に関すること。 

  イ 建築物その他の工作物についての地震による被害の軽減のため

の自主検査に関すること。 

  ウ 地震による被害の軽減のために必要な設備及び資機材の点検並

びに整備に関すること。 

  エ 地震発生時における家具、じゅう器その他の建築物その他の工

作物に備え付けられた物品の落下、転倒及び移動の防止のための

措置に関すること。 

  オ 地震発生時における通報連絡、避難誘導、救出、救護その他の

地震による被害の軽減のための応急措置に関すること。 

  カ アからオまでに掲げるもののほか、建築物その他の工作物にお

ける地震による被害の軽減に関し必要な事項 

⑽ 政令第４５条第２号に掲げる災害による被害の軽減に関する事項

として次に掲げる事項 

    ア 政令第４５条第２号に掲げる災害発生時における通報連絡及び

避難誘導に関すること。 

  イ アに掲げるもののほか、建築物その他の工作物における政令第

４５条第２号に掲げる災害による被害の軽減に関し必要な事項 

⑾  防災管理上必要な業務の一部が建築物その他の工作物の関係者及

び関係者に雇用されている者（当該建築物その他の工作物で勤務し

ている者に限る。）以外の者に委託している建築物その他の工作物

にあっては、防災管理上必要な業務の受託者の氏名及び住所（法人

にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）並びに当該受託者の

行う防災管理上必要な業務の範囲及び方法に関する事項 

⑿ その管理について権原が分かれている建築物その他の工作物にあっ



 

 

 

 

防災管理 

 

 

 

 

 

消 防 計 画

の適正履行

ては、当該建築物その他の工作物の当該権原の範囲に関する事項 

⒀ 避難訓練の実施回数に関する事項（当該訓練を実施する場合にお

けるその旨の消防機関への通報に関する事項を含む。） 

統 括 防 災

管理者の選

任・全体に

ついての消

防 計 画 作

成の届出 

 法第３６条第１項において準用する法第８条の２の規定により、統括

防災管理者の選任（解任）の届出、建築物その他の工作物の全体につい

ての防災管理に係る消防計画の届出がされていること。 

その他 

少 量 危 険

物等 

１ 条例第３０条、第３１条及び第３１条の４から第３３条までの規定

により、指定数量未満の危険物及び指定可燃物が貯蔵され、又は取り

扱われていること。 

２ 条例第３１条の２、第３１条の３、第３４条及び第３４条の２の規

定により、少量危険物貯蔵取扱所及び指定可燃物貯蔵取扱所の位置、

構造及び設備が設置及び維持管理されていること。 

３ 条例第３４条の３の規定により、火災の危険要因を把握するととも

に、保安に関する計画が作成され、火災予防上有効な措置が講じられ

ていること。 

４ ２の規定にかかわらず、条例第３４条の４の規定が適用されている

少量危険物貯蔵取扱所及び指定可燃物貯蔵取扱所にあっては、引き続

き、同条の規定の適用を認めた状況で設置及び維持管理されていること。

火を使用す

る設備・器

具等 

１ 条例第３条から第２１条までの規定により、火を使用する設備等が

設置及び管理され、又は火を使用する器具等の取扱いがされているこ

と。 

２ １の規定にかかわらず、条例第２２条の２の規定が適用されている

火を使用する設備等又は火を使用する器具等にあっては、引き続き、

同条の規定の適用を消防総監又は消防署長が認めた状況で設置及び管

理され又は取扱いがされていること。 

火の使用の

制限等 

 条例第２３条及び第２６条から第２８条までの規定により、火の使用

に関する制限等が遵守されていること。 

圧縮アセチ

レンガス等

 法第９条の３の規定により、圧縮アセチレンガス、液化石油ガス等の

貯蔵又は取扱いの届出がされていること。 

届出・検査

１ 条例第５７条の規定により、火気使用設備等の設置の届出を行い、

検査を受けていること。 

２ 条例第５８条の規定により、少量危険物貯蔵取扱所等の届出を行い、

検査を受けていること。 

 

 

 

 

 



２ 建築関係法令 

項   目 表 示 基 準 

敷地等と道路との関係

１ 建基法第４３条の規定に適合していること。 

２ 建安例第３条、第３条の２、第４条、第５条、第１０条から第１０条の３

まで、第２２条、第３３条第２項及び第４１条の規定に適合していること。

建築構造 

１ 建基法第２１条から第２４条まで、第２５条、第２７条、第３５条の

３及び第６１条から第６６条までの規定に適合していること。 

２ 建安例第７条、第７条の３、第１０条の５、第１１条の２、第１６条、

第２９条、第３１条第４号、第３３条第１項、第３８条、第５１条第１

号及び第７３条第１項の規定に適合していること。 

区画 

１ 建基法第２６条の規定により、防火壁で区画されていること。 

２ 建基令第１１２条の規定により、防火区画されていること。 

３ 建基令第１１４条の規定により、界壁等が設けられていること。 

４ 建安例第８条、第２５条第１号、第３０条、第３８条、第３９条、第

４８条から第５０条第１項まで及び第５１条第１号の規定により、区画

されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避 難 施

設等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廊下 

１ 建基令第１１９条の規定に廊下の幅が適合していること。 

２ 建安例第１０条の８、第２０条、第２６条、第４４条及び第７３条第

１項の規定により、廊下が設けられていること。 

階段 

１ 建基令第２３条、第２４条第１項、第２５条から第２７条まで及び第

１２０条から第１２４条までの規定により、階段が設けられていること。

２ 建安例第７条の２、第１０条の７、第１１条、第１１条の３、第１８

条、第２５条第２号、第３１条第５号、第３２条第６号、第３３条第

２項、第４５条、第５１条第２号及び第３号、第７３号の５の規定に

より、階段が設けられていること。 

出入口 

１ 建基令第１１８条の規定により、出口の戸が設けられていること。

２ 建基令第１２５条及び第１２５条の２の規定により、屋外への出口等

が設けられていること。 

３ 建安例第１０条の４、第１３条、第１７条、第２３条、第４３条、第

４６条、第５０条第２項、第７３条第１項の規定により、出入口が設け

られていること。 

屋上広場 

１ 建基令第１２６条第２項の規定により、屋上広場が設けられていること。

２ 建安例第２４条及び第５１条第４号の規定により、屋上広場が設けら

れていること。 

建築排煙 

１ 建基令第１２６条の２及び第１２６条の３の規定により、排煙設備が

設けられていること。 

２ 建安例第１４条第１項及び第３項の規定により、排煙設備が設けられ

ていること。 

非常用の照明

装置 

１ 建基令第１２６条の４及び第１２６条の５の規定により、非常用の照

明装置が設けられていること。 

２ 建安例第１４条第２項及び第３項の規定により、非常用の照明装置が

設けられていること。 



 

 

 

 

避 難 施

設等 

 

 

 

非常用の進入

口 

 建基令第１２６条の６及び第１２６条の７の規定により、非常用の進入

口が設けられていること。 

敷地内の避難

通路 

１ 建基令第１２８条及び第１２８条の２の規定により、敷地内の通路が

設けられていること。 

２ 建安例第１９条第２項及び第３項、第３７条、第４２条及び第７３条

第１項の規定により、敷地内の通路、空地等が設けられていること。

地下街等 

１ 建基令第１２８条の３の規定に適合していること。 

２ 建安例第７３条の３から第７３条の１１まで及び第７３条の１５から

第７３条の１９までの規定に適合していること。 

内装制限 

１ 建基法第３５条の２の規定により、壁及び天井の室内に面する部分を

内装制限していること。 

２ 建安例第１５条、第７２条及び第７３条第２項の規定により、壁及び

天井の室内に面する部分を内装制限していること。 

非常用の昇降機  建基法第３４条の規定により、非常用の昇降機が設けられていること。

建築設備等 

１ 建基法第２８条第３項及び第４項並びに建安例第７３条の１４の規定

により、火気使用室等が設けられていること。 

２ 建基法第３３条の規定により、避雷設備が設けられていること。 

３ 建基令第１１５条の規定により、煙突が設けられていること。 

４ 建基令第１２９条の２の５第１項第５号から第７号まで及び第１２９

条の２の６第３項並びに建安例第７４条及び第７５条の規定により、配

管、風道等が設けられていること。 

５ 建基令第１２９条の２の７の規定により、冷却塔設備が設けられてい

ること。 

６ 建基令第１２９条の６第２号から第４号まで、第１２９条の７第１号

及び第２号、第１２９条の９第４号及び第５号、第１２９条の１３第２

号並びに建安例第７８条、第８０条及び第８１条の規定により、エレベー

ター、エスカレーター等が設けられていること。 

定期調査報告等 

１ 建基法第１２条第１項の規定による建築物の定期調査報告又は同条第

２項の規定による特定建築物の定期点検がされていること。 

２ 建基法第１２条第３項の規定による特定建築設備等の定期検査報告又

は同条第４項の規定による特定建築設備等の定期点検がされているこ

と。 

検証法 

１ 建基令第１０８条の３に規定する耐火性能検証法又は防火区画検証法

により同条第３項又は第４項の規定を適用している場合は、当該規定を

適用した状態が維持されていること。 

２ 建基令第１２９条に規定する階避難安全検証法により同条第１項の規

定を適用している場合は、当該規定を適用した状態が維持されているこ

と。 

３ 建基令第１２９条の２に規定する全館避難安全検証法により同条第１

項の規定を適用している場合は、当該規定を適用した状態が維持されて

いること。 
 



別表第２（第４関係） 

申請書に添付する書類 

※１ 法第８条の２の３第１項の規定に基づく点検及び報告の特例の認定がされていない場合 

※２ 法第８条の２の３第１項の規定に基づく点検及び報告の特例の認定がされている場合 

※３ 法第３６条第１項において準用する法第８条の２の２第１項の規定に基づく防災管理点検報告

が義務であり、法第３６条第１項において準用する法第８条の２の３第１項の規定に基づく点検及

び報告の特例の認定がされていない場合 

※４ 法第３６条第１項において準用する法第８条の２の３第１項の規定に基づく点検及び報告の特

例の認定がされている場合 

※５ 法第１４条の３の２の規定に基づく定期点検が義務となる場合 

※６ 防火対象物点検結果報告書、防災管理点検結果報告書又は消防用設備等（特殊消防用設備等）点

検結果報告書に不備事項がある場合 

※７ 防火対象物に複数の管理権原者がいる場合 

 

報告書等の種別 

（根拠法令） 
表示マーク（銀） 表示マーク（金） 

防火対象物点検結果報告書

（写）※１ 

（法第８条の２の２） 

防火対象物の全ての管理権原者

が、申請日から過去１年以内に

実施した報告書を添付する。 

防火対象物の全ての管理権原者

が、前回の申請日以降に実施し

た報告書を全て添付する。 

防火対象物点検報告特例認定

通知書（写）※２ 

（法第８条の２の３） 

申請日直近の特例認定通知書を添付すること。 

防災管理点検結果報告書（写）

※３ 

（法第３６条第１項において

準用する法第８条の２の２） 

防火対象物の全ての管理権原者

が、申請日から過去１年以内に

実施した報告書を添付する。 

防火対象物の全ての管理権原者

が、前回の申請日以降に実施し

た報告書を全て添付する。 

防災管理点検報告特例認定通

知書（写）※４ 

（法第３６条第１項において

準用する法第８条の２の３） 

申請日直近の特例認定通知書を添付すること。 

消防用設備等（特殊消防用設備

等）点検結果報告書（写） 

（法第１７条の３の３） 

申請日から過去１年以内に実施

した報告書を全て添付する。 

前回の申請日以降に実施した報

告書を全て添付する。 

製造所等定期点検記録表（写）

※５ 

（法第１４条の３の２） 

申請日から過去１年以内に実施した点検記録表を添付する。 

建築基準法第１２条に基づく

定期調査報告書（写） 

（建基法第１２条） 

申請日直近の定期調査報告書を添付する。 

各種点検報告の不備事項の改

修状況※６ 

添付書類の点検等に関する不備事項について、改修状況が分かる書

類を添付する。 

管理権原者の権原の範囲に関

する書面※７ 

（法第８条の２） 

全体についての消防計画に定められている管理権原者の権原の範

囲に関する書面を添付する。 



別記様式第１号（第４関係） 

（日本工業規格Ａ列４番） 

表示マーク交付（更新）申請書 

備考 １ ※の欄は、記入しないこと。 
２ 統括防火管理者及び統括防火管理者選任年月日欄は、消防法第８条の２が義務となる場合に記入すること。 
３ 交付年月日及び交付番号欄は、更新の申請をする場合に記入すること。 
４ □印のある欄については、該当の□印にレを付けること。 

                              年   月   日 

東京消防庁 

消防署長 殿 
 

申請者 
 
住所                      

 
  氏名                    ㊞ 

電話番号                    

所有者 

住所                      

氏名                    ㊞ 

統括防火管理者 

氏名                      
 
  下記のとおり、「東京消防庁防火対象物適合表示制度実施要綱」に基づき、表示マーク（□ 金・

□ 銀）の交付（更新）を受けたいので申請します。 
 

記 

防 

火 

対 

象 
物 

所 在 地  

名 称                    （                ）

用 途  ※消防法施行令別表第１ （   ）項  

収 容 人 員  管 理 権 原 □ 単一権原・□ 複数権原 

構造・規模 
 造 地上     階 地下     階 

建築面積       ㎡   延べ面積       ㎡ 

統括防火管理者  
統 括 防 火 管 理 者

選 任 年 月 日
年   月  日

交 付 年 月 日 年   月  日 交 付 番 号  

添

付

書

類 

□ 防火対象物点検結果報告書（写）   □ 防火対象物点検報告特例認定通知書（写） 

□ 防災管理点検結果報告書（写）    □ 防災管理点検報告特例認定通知書（写） 

□ 消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書（写） 

□ 製造所等定期点検記録（写）      
□ 建築基準法第１２条に基づく定期調査報告書（写） 

□ 各種点検報告の不備事項の改修状況  □ 管理権原者の権原の範囲に関する書面 

※  受 付 欄 ※  経 過 欄 

  



別記様式第２号（第５関係） 

（日本工業規格Ａ列４番） 

 

表示基準適合通知書 
第     号 

年  月  日 

（申請者住所・氏名等） 殿 

 

 

                   東 京 消 防 庁      

                         消防署長 （氏  名）  印 

  

 

年  月  日付で申請のあった下記の防火対象物については、「東京消防庁防火対象

物適合表示制度実施要綱」に定める基準に適合しているので、表示マーク（ □ 金・□ 銀 ）

を交付（更新）します。 

なお、交付された表示マークの取扱いについては、下記の事項を遵守してください。 

 

記 

防火対象物 

所 在 地 
 

 

名 称 
 

（                           ）

用 途 
 

 

交付年月日   年   月   日 交付番号 第      号

表示マーク 

表 示 期 間 
年   月   日  ～      年   月   日

遵 守 事 項 

１ 表示マークはホテル・旅館等の見やすい場所に掲出すること。 

２ 表示マークは貸与するものであり、破損等のないよう取扱いに注意すること。 

３ 表示マークの電子データを使用する場合、当該データを使用する媒体、使用場所等

について消防署長に報告すること。 

４ 表示マークを返還した場合は、電子データの使用を中止すること。 

５ 表示マークの表示期間の更新申請は、表示期間終了日の３か月前から１か月前まで

の間に行うこと。 

返 還 事 由 

次の各号のいずれかに該当する場合は、表示マークを返還してください。 

１ 表示マークの表示期間が終了し、交付（更新）申請を行わない場合 

２ 表示マークの交付を受けた者がホテル・旅館等の管理について権原を有しなくなっ

た場合 

３ 偽りその他不正な手段により表示マークの交付を受けたことが判明した場合 

４ 表示基準適合防火対象物が表示基準に適合しないことが判明した場合 

５ 表示基準適合防火対象物において消防関係法令に関する違反（火災予防条例に関す

る違反で表示基準に該当しないものに限る。）について、警告書が交付された場合 

６ 表示マークを不適正に使用したことが判明した場合 

備 考  

 



 
 

別記様式第３号（第５関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 様式の大きさは、日本工業規格Ｂ列４番とする。  

２ 数字の単位は、ミリメートルとする。  

３ 色彩については、①地を濃紺色、②その他のものは、銀色とする。  

４ 材質は、ファンタス（ネイビー）Ｌ判Ｔ目＜２７０㎏＞とし、印刷仕様については、

箔押し加工（銀消し№２４）とする。 

 東京消防庁    消防署

年 月



 
 

別記様式第４号（第５関係） 

 

 

 

１ 様式の大きさは、日本工業規格Ｂ列４番とする。  

２ 数字の単位は、ミリメートルとする。  

３ 色彩については、①地を濃紺色、②その他のものは、金色とする。  

４ 材質は、ファンタス（ネイビー）Ｌ判Ｔ目＜２７０㎏＞とし、印刷仕様については、

箔押し加工（金消し№１１１）とする。 

 東京消防庁    消防署

年 月



別記様式第５号（第５関係） 

（日本工業規格Ａ列４番） 

 

表示基準不適合通知書 
第     号 

年  月  日 

（申請者住所・氏名等） 殿 

 

 

                  東 京 消 防 庁      

消防署長（氏   名） 印   

  

 

  年  月  日付で申請のあった下記の防火対象物については、「東京消防庁防火対象物

適合表示制度実施要綱」に定める基準に不適合であったので通知する。 

 

記 

 

防 火 対 象 物 

所 在 地  

名 称 
 

（                               ）

用 途  

不 適 合 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６号（第５関係） 

（日本工業規格Ａ列４番） 

 
表示マーク受領書 

年  月  日 

 東 京 消 防 庁 

       消防署長 殿 
 

受領者  

住所                    

氏名                    

（法人の場合は、法人名称、役職及び氏名） 

 

表示マーク（ □ 金・□ 銀 ）を受領したので、以後、下記の事項を遵守します。 

 

記 

防火対象物 

所在地 
 

 

名 称 
 

（                               ）

用 途  ※消防法施行令別表第１（  ）項 

表示マーク交付年月日   年  月  日 交 付 番 号  

＜表示マーク受領に伴う遵守事項＞ 

１ 表示マークは、ホテル・旅館等の見やすい場所に掲出すること。 

２ 表示マークは貸与されるものであり、破損等のないよう取扱いに注意すること。 

３ 表示マークの電子データを使用する場合、当該データを使用する媒体、使用場所等について消防署

長に報告すること。 

４ 表示マークを返還した場合は、電子データの使用を中止すること。 

５ 次の各号のいずれかに該当する場合は、表示マークを返還すること。 

 ⑴ 表示マークの表示期間が終了し、交付（更新）申請を行わない場合 

 ⑵ 表示マークの交付を受けた者がホテル・旅館等の管理について権原を有しなくなった場合 

 ⑶ 偽りその他不正な手段により表示マークの交付を受けた場合 

 ⑷ 表示基準適合防火対象物が表示基準に適合しない場合 

 ⑸ 表示基準適合防火対象物において消防関係法令に関する違反（火災予防条例に関する違反で表示

基準に該当しないものに限る。）があり、警告書が交付された場合 

 ⑹ 表示マークを不適正に使用した場合  

備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 
２ □印のある欄については、該当の□印にレを付けること。 



別記様式第７号（第８関係） 

（日本工業規格Ａ列４番） 

 
表示マーク返還請求書 

第     号 

年  月  日 

 

（申請者住所・氏名等）  殿 

 

                    東 京 消 防 庁      

                         消防署長（氏   名）印 

  

 

  年  月  日付けで表示マークを交付又は更新した下記の防火対象物については、表示

マークの返還事由に該当し、表示マークを掲出することが不適当と認められることから、速やかに貸与

した表示マークを返還するとともに、ホームページ等による使用をとりやめるよう請求します。 

 

記 

防火対象物 

所 在 地 
 

 

名 称 
 

（                               ）

用 途  消防法施行令別表第１（  ）項 

表示マーク交付年月日 年   月   日 交 付 番 号  

返還事由 

□ 表示マークの表示期間が終了したこと。 

□ 表示マークの交付を受けたホテル・旅館等の管理について権原を有しなくなったこと。 

□ 偽りその他不正な手段により表示マークの交付を受けたこと。 

□ 表示基準適合防火対象物が表示基準に適合しないこと。 

□ 表示基準適合防火対象物において、消防関係法令に関する違反（火災予防条例に関する違反

で表示基準に該当しないものに限る。）があり、警告書を交付したこと。 

□ 表示マークを不適正に使用したこと。 

 



別記様式第８号（第１１関係）

平成　　年　　月　　日

ホテル・旅館等の名称 マークの交付を受けている事業所名称 所在 防火対象物の名称 交付番号 種別 交付年月日 所轄消防署名

表示マーク交付対象物一覧表
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